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【削減状況の自己評価】

① 岡山主管支店（県南部 54事業所の合計）

対象事業の名称

目標削減率

基準年度

（該当事業者のみ記入）

30 ）年度

30

）年度削減実績

個

360.371 302.554

ベンチマーク指標

指標の状況

達成率等ベンチマーク

（原単位基準
の削減目標を
選択している
場合に記入）

個

関連数値(平成 30

② 津山主管支店（県北部 36事業所の合計）

1

ｔCO2

計画期間： 平成 30 箇年度）

ＣＯ２総排出量÷（宅急便配達個数＋ネコ
ポス配達個数＋コンパクト配達個数）

未達達成5.0

）年度排出量

平成目標年度(

本票作成

分類
コード

事業の
概　要

部署名：

番号

③CO2換算3,000t以上

44

（●工場等の数 90 所 ●車両台数（②該当の場合）

岡山市中区倉益253-11、他

台）

ｔCO2

年度)

前年度の温室効果ガスの排出の量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状況

30

（平成

氏
　
名

（法人にあっては名称） 住
　
所

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

①

ヤマト運輸株式会社
104-8125

業種名：道路貨物運送業

貨物自動車運送業　：　社員数　175,638人

ｔCO2

津山主管支店（県北部 36事業所の合計） 苫田郡鏡野町古川1072-5、他

削減目標の
達成状況

主な工場等
の排出量

番号

7,480

②

ｔCO2

)年度排出量

11,110

工場等の名称 所　　在　　地

主たる業種

県内の
主　な
工場等

岡山主管支店（県南部 54事業所の合計）

東京都中央区銀座2-16-10

岡山主管支店　安全推進課

①燃料等原油換算1,500kℓ以上特定事業者
の該当要件

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

総排出量は基準年度に対して67.3％の削減となった。平成30年度も前年同様総量コントロールを実施
したことから、配達個数が前年に対して減少（97.4％）した為、走行距離は98％に抑制することが出
来たものの、原単位当りの排出量は、基準年度、目標年度数値とも未達となってしまった。
また、組織改正があり、事業所の移管、統廃合等があったことも未達の要因の一つとなってしまっ
た。

2,210

5,270

657

温室効果ガス

目標年度

ｔCO2ｔCO2

温室効果ガスの排出量と密接な関係をもつ値の内容

ｔCO2

平成

目標達成

30

年度)

30

30

318.478

個

△ 13.2

ｔCO2

工場等の名称

ｔCO2

原単位当たり排出量

11,000

年度)基準年度(平成 29 平成
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【目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組】

【森林保全等吸収源対策への取組】

【再生可能エネルギーの導入】

【その他特記事項】

　 無

その他

その他

県内で
の取組

「省エネ委員会」を設置し、年２回の会議を開催して各部門から点検・清掃などの
実施状況と省エネ推進状況の確認を行う。

主な工場等の排出量は岡山県南部、北部でそれぞれ下記のように代表主管支店にて合計値を報告する
 ※岡山主管支店・・・岡山県南部の合計 54事業所の排出量の合計値
 ※津山主管支店・・・岡山県北部の合計 36事業所の排出量の合計値

　 無

実施した措置及び今後の取組の内容

岡山主管支店
津山主管支店

（平成30年度実施分）
1.発進時の動作として、アクセルを踏まないロー発進を徹底
2.モーダルシフト（車から鉄道利用）
3.電気自動車の導入（3台）
4.集配端末の自動ルート組み機能を活用し、効率のよい集配ルート
　組みを実施

（今後実施予定分）
1.集配における駐車場所を設定し、走行距離を削減する
　（弊社では、安全ルートマップ・バス停集配という）
2.集配車両に自転車や台車を搭載し、走行距離を抑制する
　（弊社では、2マン集配・チーム集配という）
3.運行ルートを見直し、高効率な積み合わせを行い、
　フルトレーラーの導入等積載効率を上げ運行車両台数を削減する
4.集配端末の自動ルート組み機能を活用し、集配ルートの最適化を
　図ることで、走行距離を削減する。
5.クールキャビネットのエンジン予冷から、スタンバイ装置装着に
  よるスタンバイ予冷への切り替えを図る。

　 無
県内で
の取組

【推進体制】

工場等の名称

企業の社会的責任である環境保護活動を「ネコロジー」と称し、環境を意識した
事業活動とともに、社員一人ひとりが常に環境保護の意識をもって日々の業務を行っている。

　 無


